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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、第35期第２四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期 

第２四半期連結 
累計期間

第36期 
第２四半期連結 
累計期間

第35期 
第２四半期連結 
会計期間

第36期 
第２四半期連結 
会計期間

第35期

会計期間

自  平成21年 
      ４月１日 
至  平成21年 
      ９月30日

自 平成22年 
      ４月１日 
至  平成22年 
      ９月30日

自 平成21年 
      ７月１日 
至  平成21年 
      ９月30日

自 平成22年 
     ７月１日 
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年 
      ４月１日 
至  平成22年 
      ３月31日

売上高 (千円) 6,035,877 7,036,283 2,749,470 3,125,024 14,387,400 

経常利益又は 
経常損失（△) (千円) 360,579 1,009,442 △17,354 121,878 1,861,234 

四半期（当期）純利益 
又は四半期純損失（△) (千円) 115,091 605,730 △138,117 54,481 1,302,874 

純資産額 (千円) ― ― 15,412,598 22,593,387 20,483,771 

総資産額 (千円) ― ― 24,359,710 29,882,431 29,148,202 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 635.70 697.77 700.80 

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期純
損失（△) 

(円) 4.57 19.07 △5.74 1.69 50.77 

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益 (円) 4.56 18.71 ― 1.68 45.55 

自己資本比率 (％) ― ― 62.8 75.4 70.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 455,459 △362,460 ― ― 2,357,537 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △1,165 △1,001,844 ― ― △3,396,740 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △1,625,709 △1,010,346 ― ― 1,756,377 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) ― ― 4,450,439 3,952,754 6,334,439 

従業員数 (名) ― ― 299 385 311 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の

内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。  

２ 従業員数が当第２四半期連結会計期間において43名増加しておりますが、主として平成22年７月１日付で、
医薬品事業において大日本住友製薬株式会社から成長ホルモン事業を譲受けたことに伴い、従業員の出向を
受け入れたことによるものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。  

２ 従業員数が当第２四半期会計期間において45名増加しておりますが、主として平成22年７月１日付で、医薬
品事業において大日本住友製薬株式会社から成長ホルモン事業を譲受けたことに伴い、従業員の出向を受け
入れたことによるものであります。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年９月30日現在 

従業員数(名) 385 

 平成22年９月30日現在 

従業員数(名) 348 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 
当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) １  金額は販売価格により表示しております。 
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 商品仕入実績 
当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりでありま
す。 

  

 (注) １  金額は仕入価格により表示しております。 
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 
当社グループは見込生産によっており、受注生産は行っておりません。 

  
(4) 販売実績 
当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 ３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

医薬品事業 2,413,429 △60.8 

合計 2,413,429 △60.8 

セグメントの名称 商品仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

医薬品事業 235,854 △11.6 

医療用・研究用機器事業 26,537 ＋322.2 

合計 262,392 △4.0 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

医薬品事業 3,038,505 ＋13.6 

医療用・研究用機器事業 86,518 ＋14.7 

合計 3,125,024 ＋13.7 

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本化薬㈱ 270,234 9.8 367,843 11.8 

大日本住友製薬㈱ 1,071,709 39.0 ― ― 
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当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におきましては、本年７月に、成長ホルモン製剤「グロウジェクト」に関

する大日本住友製薬株式会社との販売提携契約を解消して成長ホルモン事業を譲り受け、同社から43名

の出向社員を受け入れ販売体制の強化および効率化を図りました。また、本年５月にはキッセイ薬品工

業株式会社との共同開発による腎性貧血治療薬「エポエチンアルファＢＳ注ＪＣＲ」を発売いたしてお

ります。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は、成長ホルモン製剤「グロウジェクト」

につきましては、薬価基準引下げの影響により前年同期比で84百万円（3.9％）の減収となったもの

の、期首予想とほぼ同水準の20億64百万円を確保することが出来ました。このほか既存製商品では、抗

がん剤原体および尿由来製品が前年同期比で増収となり、また新製品「エポエチンアルファＢＳ注ＪＣ

Ｒ」の販売が寄与した結果、医薬品事業における売上高は、前年同期に比べ３億64百万円（13.6％）増

加して30億38百万円となりました。 

医療用・研究用機器事業の売上高も前年同期に比べ11百万円（14.7％）増加して86百万円となった結

果、当社グループの売上高は前年同期に比べ３億75百万円（13.7％）増加して31億25百万円となりまし

た。 

損益面におきましては、売上高の増収効果に加え、研究開発費が減少したことなどにより、営業利益

は１億49百万円（前年同期は20百万円の損失）、経常利益は１億21百万円（前年同期は17百万円の損

失）、四半期純利益は54百万円（前年同期は１億38百万円の損失）となりました。 

また、当第２四半期連結累計期間におきましては、売上高は70億36百万円（前年同期比10億円増）、

営業利益は10億46百万円（前年同期比７億21百万円増）、経常利益は10億９百万円（前年同期比６億48

百万円増）、四半期純利益は６億５百万円（前年同期比４億90百万円増）となりました。 

なお、成長ホルモン事業の集約を契機として、販売特約店に支払う販売手数料を売上高から控除した

ことにより、売上高ならびに販売費及び一般管理費がそれぞれ27百万円減少しておりますが、営業利

益、経常利益および税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は298億82百万円（前連結会計年度末比７億34百万円

増）、負債合計は72億89百万円（前連結会計年度末比13億75百万円減）、純資産合計は225億93百万円

（前連結会計年度末比21億９百万円増）となりました。 

流動資産は、たな卸資産および売上債権が増加した一方、有価証券が減少したことなどにより、前連

結会計年度末に比べ９億11百万円減少して140億39百万円となりました。固定資産につきましては、主

として神戸工場新棟の竣工による有形固定資産の増加により、前連結会計年度末に比べ16億46百万円増

加して158億43百万円となりました。 

負債では、リース債務が増加した一方、本年５月付で転換社債型新株予約権付社債の全額が株式に転

換されたことなどにより、前連結会計年度末に比べ13億75百万円減少して72億89百万円となりました。 

純資産につきましては、転換社債型新株予約権付社債の転換などにより、前連結会計年度末に比べ21

億９百万円増加して225億93百万円となりました。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ３億

78百万円減少して、39億52百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況および主な要因は次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、４億18百万円（前年同四半期連結会計期間比72百万円の収入減）と

なりました。これは主に、たな卸資産の増加額３億94百万円があった一方で、売上債権の減少額４億11

百万円、減価償却費の計上額２億44百万円、税金等調整前四半期純利益の計上額１億18百万円があった

ことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、５億99百万円（前年同四半期連結会計期間比15百万円の支出増）と

なりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出３億73百万円、有形固定資産の取得による支

出３億10百万円があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、１億90百万円（前年同四半期連結会計期間比11億23百万円の支出

減）となりました。これは主に、リース債務の返済による支出80百万円、配当金の支払44百万円、長期

借入金の返済による支出40百万円によるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は492,357千円（前年同四半期連結会計期間実績

596,633千円）であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

   
② 【発行済株式】 

 (注) 提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行
された株式数は、含まれておりません。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 
①平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

  

   

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類
第２四半期会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 32,421,577 32,421,577 大阪証券取引所 
(市場第二部)

単元株式数は1,000
株であります。 

計 32,421,577 32,421,577 ― ―

株主総会の特別決議日（平成16年６月25日）

 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 44個(注)１ 
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
新株予約権の目的となる株式の数 44,000株(注)２ 
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり929円(注)３ 

新株予約権の行使期間 自 平成18年７月１日 
至 平成23年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格   929円 
資本組入額  465円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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(注)  １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ 
  し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式数につ 
  いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新 
  設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める合理的な範囲で株式数の調整を行うことができ 
  る。 
３ ① 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の 
    算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  ② 当社が、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する場合(いずれも新株予約権の行使の 
    場合を除く。)は、次の算式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 
    なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の 
    総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式 
    数」に読み替えるものとする。 
  ③ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設 
    分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める合理的な範囲で払込金額を調整することができ 
    る。 
４ ① 新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役、執行役員または従業員の地位にあることを要す 
    る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他新株予約権割当契約に定める事由によりこれらの地 
    位を失った場合は、この限りではない。 
  ② 新株予約権者が死亡した場合は、権利行使期間中の死亡の場合に限り、相続人は新株予約権割当契約の 
    定めるところにより権利行使することができる。 
  ③ 新株予約権の質入れ、その他の処分を認めない。 
  ④ その他の条件については、新株予約権発行の取締役会会議に基づき、当社と対象取締役、執行役員およ 
    び従業員との間で締結する新株予約権割当契約に定めるものとする。 
  

株主総会の特別決議日（平成17年６月28日）

 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日) 

新株予約権の数 46個(注)１ 
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
新株予約権の目的となる株式の数 46,000株(注)２ 
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり717円(注)３ 

新株予約権の行使期間 自 平成19年７月１日 
至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格   717円 
資本組入額  359円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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②会社法に基づくストックオプション 

   

 

平成21年第１回新株予約権(平成21年７月１日発行)

 第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 35個(注)１
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 35,000株(注)２
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 自 平成21年７月１日 
至 平成51年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格  522円 
資本組入額 261円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社および当社子会社の取締役 
    ならびに監査役のいずれの地位も喪失した日の翌 
    日から10日以内に限り権利行使できるものとす 
    る。 
② 新株予約権については、その数の全部につき一括 
    して権利行使することとし、分割して行使するこ 
    とはできない。 
③ 新株予約権の質入れ、その他の処分を認めない。 
④ その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者 
    との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定 
    めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５

平成21年第２回新株予約権(平成21年７月１日発行) 

 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日）

新株予約権の数 36個(注)１
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 36,000株(注)２
新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり601円(注)３

新株予約権の行使期間 自 平成23年７月１日 
至 平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格   601円 
資本組入額  301円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時においても当社の執
行役員または従業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他新
株予約権割当契約に定める事由によりこれらの地
位を失った場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、権利行使期間中
の死亡の場合に限り、相続人は新株予約権割当契
約に定めるところにより権利行使をすることがで
きる。 

③ 新株予約権の質入れ、その他の処分を認めない。 
④ その他の条件については、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と対象執行役員および従
業員との間で締結する新株予約権割当契約に定め
るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
新株予約権の取得条項に関する条項 (注)５
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平成22年第１回新株予約権(平成22年８月23日発行)

 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 48個(注)１
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 48,000株(注)２
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 自 平成22年８月23日 
至 平成52年８月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格  889円 
資本組入額 445円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社および当社子会社の取締役 
  ならびに監査役のいずれの地位も喪失した日の翌 
  日から10日以内に限り権利行使できるものとする。 
② 新株予約権については、その数の全部につき一括 
  して権利行使することとし、分割して行使するこ 
  とはできない。 
③ 新株予約権の質入れ、その他の処分を認めない。 
④ その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者 
  との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定 
  めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５

平成22年第２回新株予約権(平成22年７月１日発行)

 第２四半期会計期間末現在 
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 55個(注)１
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 55,000株(注)２
新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり1,371円(注)３

新株予約権の行使期間 自 平成24年７月１日 
至 平成29年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格
及び資本組入額 

発行価格  1,371円 
資本組入額  686円

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時においても当社の執行 
  役員または従業員の地位にあることを要する。ただ 
  し、任期満了による退任、定年退職その他新株予約 
  権割当契約に定める事由によりこれらの地位を失っ 
  た場合は、この限りではない。 
② 新株予約権者が死亡した場合は、権利行使期間中の 
  死亡の場合に限り、相続人は新株予約権割当契約に 
  定めるところにより権利行使をすることができる。 
③ 新株予約権の質入れ、その他の処分を認めない。 
④ その他の条件については、新株予約権発行の取締役 
  会決議に基づき、当社と対象執行役員および従業員 
  との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ 
  ろによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
新株予約権の取得条項に関する条項 (注)５
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（注）  １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
 ２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た 
   だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式数 
    について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
    また、当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が 
    新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める合理的な範囲で株式数の調整を行うことがで 
   きる。 
 ３ 本新株予約権発行後、次の事由が生じた場合は、行使金額を調整する。 
   ① 本新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって 
     次の算式により行使金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切上げる。 

  ② 当社が、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する場合（いずれも新株予約権の行使 
   の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げ 
   る。 

  なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式 
 の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己 
 株式数」に読み替えるものとする。 

 ③ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新 
 設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める合理的な範囲で行使金額を調整することが 
 できる。 

 ４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転 
   （以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合においては、組織再編行為の効力発生の直 
   前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまで 
   に掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付す 
   ることができるものとする。この場合においては、残存する新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに 
   新株予約権を割当するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨 
   を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい 
   て定めた場合に限るものとする。 
   ① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 
     組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する数と同 
     一の数とする。 
   ② 新株予約権の目的である株式の種類 
     再編対象会社の普通株式とする。 
   ③ 新株予約権の目的である株式の数 
     組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。 
   ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
     交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調 
     整した再編後の行使価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株 
     式の数を乗じて得られる金額とする。 
   ⑤ 新株予約権を行使することができる期間 
     交付される新株予約権を行使することができる期間は、新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行 
     為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使することができる期間の満了日までとす 
     る。 
   ⑥ 上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価額及び資本組入額に準じて決定する。 
   ⑦ 新株予約権の行使の条件および取得事由 
     新株予約権の行使の条件および取得事由は、上記新株予約権の行使の条件および下記５に準じて決定 
     する。 
   ⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
     譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社取締役会の承認を要する。 
 ５ ① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認された場合、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の 
     議案ならびに株式移転の議案につき株主総会で承認された場合は、新株予約権は無償で取得すること 
     ができる。 
 ② 新株予約権者が権利行使をする前に「新株予約権の行使の条件」に該当しなくなったために新株予約 
   権が行使できなくなった場合、当該新株予約権を無償で取得することができる。 

  

調整後行使金額＝調整前行使金額×
１

分割・併合の比率

調整後行使金額＝調整前行使金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり行使金額
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 
  

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年５月29日発行） 

 
  

(4) 【ライツプランの内容】 
該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

   

 (平成22年４月１日から 
平成22年６月30日まで) 

第１四半期会計期間
(平成22年７月１日から 
平成22年９月30日まで) 

第２四半期会計期間

当該四半期会計期間に権利行使された当該
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等
の数（個） 

20 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付
株式数（株） 3,076,923 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均
行使価額等（円） 650 ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金
調達額（千円） ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行
使された当該行使価額修正条項付新株予約
権付社債券等の数の累計（個） 

20 20 

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の交付株式数（株） 

3,076,923 3,076,923 

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の平均行使価額等（円） 

650 650 

当該四半期会計期間の末日における当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等に
係る累計の資金調達額（千円） 

2,000,000 2,000,000 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ― 32,421 ― 9,061,866 ― 7,827,788 
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(6) 【大株主の状況】 

 (注) 千株未満は切り捨てて表示しております。  
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」 欄及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ
ぞれ1,000株及び200株含まれております。 

  
  

  平成22年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

GLAXO GROUP LIMITED 
（常任代理人 香港上海銀行 
 東京支店） 

980  GREAT  WEST  ROAD,  BRENTFORD, 
MIDDLESEX, TW8 9 GS UK 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

7,986 24.63 

キッセイ薬品工業株式会社 長野県松本市芳野19番48号 3,800 11.72 
フューチャーブレーン株式会社 東京都江東区東陽４丁目８番６号 2,177 6.71 
芦 田   信 兵庫県芦屋市 1,600 4.93 
平 谷   一 大阪府阪南市 940 2.90 
大日本住友製薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町２丁目６番８号 850 2.62 
影 山 保 子 神奈川県横浜市港北区 577 1.78 
持田製薬株式会社 東京都新宿区四谷１丁目７番地 550 1.69 
株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービス 
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 
(東京都中央区晴海１丁目８番12号) 542 1.67 

澤 井 弘 行 大阪府吹田市 370 1.14 
計 ― 19,395 59.82 

   平成22年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己株式) 
普通株式 
         139,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 
      32,104,000 32,104 ― 

単元未満株式 普通株式 
         178,577 ― ― 

発行済株式総数       32,421,577 ― ―

総株主の議決権 ― 32,104 ―
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② 【自己株式等】 

 
  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(1) 新任役員 

   該当事項はありません。 

  
(2) 退任役員 

   該当事項はありません。 

  
(3) 役職の異動 

 
  
  

  平成22年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ケミカルリサーチ 
株式会社 

兵庫県芦屋市春日町 
３番19号 139,000 ― 139,000 0.42 

計 ― 139,000 ― 139,000 0.42 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
 ９月

最高(円) 1,590 1,555 1,434 1,302 1,229 1,019 

最低(円) 1,289 1,156 1,126 1,030 941 846 

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 
取締役副社長
(企画本部担当)

代表取締役 
取締役副社長 新保 讓 平成22年７月１日

専務取締役 
(営業本部長)

専務取締役 
(営業本部長兼 
学術企画部長)

大野 克郎 平成22年７月１日

常務取締役 
(管理本部長兼経営管理部長 

関連会社担当)

常務取締役 
(管理本部長兼東京事務所長 

関連会社担当)
萬谷 哲志 平成22年７月１日

取締役 
(研究本部長兼研究所長 
生産本部担当)

取締役 
（経営戦略部長) 西野 勝哉 平成22年７月１日

取締役 
(開発本部長 

信頼性保証本部担当)

取締役 
（研究開発本部長兼研究所長) 毛利 善一 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,870,768 ※２  1,901,996 

受取手形及び売掛金 3,520,560 3,043,201 
有価証券 2,889,002 4,333,929 
商品及び製品 1,343,458 1,807,461 
仕掛品 1,120,546 1,133,298 
原材料及び貯蔵品 2,142,732 1,156,600 
その他 1,157,740 1,579,429 
貸倒引当金 △5,649 △4,944 

流動資産合計 14,039,160 14,950,973 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） ※１  3,593,540 ※１, ※２  3,027,395 

土地 3,604,920 ※２  3,604,920 

その他（純額） ※１  3,073,960 ※１  2,279,383 

有形固定資産合計 10,272,421 8,911,699 

無形固定資産 120,629 118,883 
投資その他の資産   
投資有価証券 4,355,845 4,522,796 
その他 1,266,914 816,388 
貸倒引当金 △172,539 △172,539 

投資その他の資産合計 5,450,220 5,166,645 

固定資産合計 15,843,271 14,197,229 

資産合計 29,882,431 29,148,202 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 921,268 914,855 
短期借入金 1,704,800 1,782,800 
未払法人税等 369,538 553,220 
賞与引当金 274,850 225,679 
役員賞与引当金 28,000 74,500 
その他 1,736,722 1,811,057 
流動負債合計 5,035,179 5,362,113 

固定負債   
社債 － 2,000,000 
長期借入金 584,400 634,800 
退職給付引当金 48,131 51,913 
その他 1,621,334 615,604 
固定負債合計 2,253,865 3,302,318 

負債合計 7,289,044 8,664,431 
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 9,061,866 8,061,866 
資本剰余金 10,778,123 9,779,147 
利益剰余金 2,837,536 2,523,798 
自己株式 △84,702 △83,912 

株主資本合計 22,592,824 20,280,899 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 4,690 111,404 
繰延ヘッジ損益 △128,227 4,998 
為替換算調整勘定 56,186 65,410 

評価・換算差額等合計 △67,350 181,814 

新株予約権 67,659 20,825 
少数株主持分 253 231 
純資産合計 22,593,387 20,483,771 

負債純資産合計 29,882,431 29,148,202 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,035,877 7,036,283 
売上原価 1,797,105 2,209,412 
売上総利益 4,238,771 4,826,870 
販売費及び一般管理費   
販売費及び一般管理費合計 ※１  3,913,963 ※１  3,780,586 

営業利益 324,808 1,046,284 
営業外収益   
受取利息 23,375 27,687 
受取配当金 9,592 11,056 
保険返戻金 24,542 － 
為替差益 8,974 － 
その他 9,129 20,066 
営業外収益合計 75,615 58,810 

営業外費用   
支払利息 35,195 27,929 
為替差損 － 15,815 
持分法による投資損失 － 48,846 
その他 4,649 3,060 
営業外費用合計 39,844 95,652 

経常利益 360,579 1,009,442 

特別利益   
投資有価証券売却益 13,914 － 
貸倒引当金戻入額 － 20 

特別利益合計 13,914 20 
特別損失   
固定資産処分損 4,020 3,978 
投資有価証券評価損 270,775 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,783 
その他 1,300 － 

特別損失合計 276,095 18,761 

税金等調整前四半期純利益 98,398 990,700 
法人税、住民税及び事業税 32,041 345,505 
法人税等調整額 △49,327 39,443 

法人税等合計 △17,285 384,948 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 605,752 

少数株主利益 592 21 
四半期純利益 115,091 605,730 
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【第２四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,749,470 3,125,024 
売上原価 771,951 1,057,541 
売上総利益 1,977,518 2,067,482 
販売費及び一般管理費   
販売費及び一般管理費合計 ※１  1,998,488 ※１  1,917,838 

営業利益又は営業損失（△） △20,969 149,644 

営業外収益   
受取利息 11,903 14,329 
受取補償金 － 8,927 
為替差益 6,642 － 
その他 6,970 8,051 
営業外収益合計 25,515 31,307 

営業外費用   
支払利息 19,159 14,822 
為替差損 － 18,379 
持分法による投資損失 － 24,128 
その他 2,741 1,742 
営業外費用合計 21,900 59,073 

経常利益又は経常損失（△） △17,354 121,878 

特別利益   
貸倒引当金戻入額 － 3 

特別利益合計 － 3 

特別損失   
固定資産処分損 2,346 3,445 
投資有価証券評価損 270,775 － 
その他 1,300 － 

特別損失合計 274,421 3,445 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） △291,776 118,436 

法人税、住民税及び事業税 △101,518 66,127 
法人税等調整額 △52,453 △2,154 

法人税等合計 △153,972 63,973 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 54,462 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 314 △18 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △138,117 54,481 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 98,398 990,700 
減価償却費 351,799 453,687 
投資有価証券評価損益（△は益） 270,775 － 
投資有価証券売却損益（△は益） △13,807 － 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △22,825 705 
賞与引当金の増減額（△は減少） 52,318 49,170 
受取利息及び受取配当金 △32,968 △38,744 
支払利息 35,195 27,929 
為替差損益（△は益） 17,631 △7,254 
持分法による投資損益（△は益） － 48,846 
売上債権の増減額（△は増加） △52,739 △477,359 
たな卸資産の増減額（△は増加） △628,960 △582,543 
仕入債務の増減額（△は減少） 146,120 6,412 
未払金の増減額（△は減少） 274,531 △98,132 
その他 △21,807 △229,445 

小計 473,661 143,973 
利息及び配当金の受取額 37,423 43,748 
利息の支払額 △35,639 △27,794 
役員退職慰労金の支払額 △6,080 △6,080 
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △13,905 △516,308 

営業活動によるキャッシュ・フロー 455,459 △362,460 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △100,000 － 
定期預金の払戻による収入 800,000 － 
有価証券の取得による支出 △100,000 △202,684 
有価証券の売却及び償還による収入 599,879 100,031 
有形固定資産の取得による支出 △628,315 △496,192 
投資有価証券の取得による支出 △519,339 △373,748 
貸付けによる支出 △70,500 △50,000 
貸付金の回収による収入 － 50,416 
長期前払費用の取得による支出 △6,064 △14,430 
その他 23,173 △15,237 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,165 △1,001,844 
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 △46,000 
長期借入れによる収入 300,000 － 
長期借入金の返済による支出 △47,600 △82,400 
リース債務の返済による支出 △116,467 △142,570 
リース料の前払いによる支出 － △446,078 
自己株式の純増減額（△は増加） △1,608,603 △1,812 
配当金の支払額 △133,038 △291,484 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,625,709 △1,010,346 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,330 △7,032 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,170,084 △2,381,684 

現金及び現金同等物の期首残高 5,620,523 6,334,439 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,450,439 ※１  3,952,754 
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間において税金等調整前四半期純利益は15,855千円減少し

ております。なお、営業利益および経常利益に与える影響は軽微であります。また、当会計基準等

の適用開始による資産除去債務の変動額は25,506千円であります。 

  
【表示方法の変更】 

  

 
  

 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 
 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「保険返戻金」は、当第２四半期連結累計期間に
おいて営業外収益の総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することに変更い
たしました。 
 なお、当第２四半期連結累計期間の「保険返戻金」の金額は367千円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 
 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ
り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「投資
有価証券売却損益」は、当第２四半期連結累計期間において重要性が低下したため、「営業活動によるキャッシ
ュ・フロー」の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。 
 なお、当第２四半期連結累計期間における「投資有価証券売却損益」は189千円であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示してお
りました「貸付金の回収による収入」は、当第２四半期連結累計期間において重要性が増したため、区分掲記する
ことに変更いたしました。 
 なお、前第２四半期連結累計期間における「貸付金の回収による収入」は3,288千円であります。 

 

 

 

当第２四半期連結会計期間 
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係） 
 前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他（純額）」に含めて表示しておりました「建物及
び構築物（純額）」は、当第２四半期連結会計期間において資産総額の100分の10を超えたため、区分掲記するこ
とに変更いたしました。 
 なお、前第２四半期連結会計期間の有形固定資産の「その他（純額）」に含めておりました「建物及び構築物
（純額）」は2,325,612千円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 
 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ
り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

（繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法） 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、および一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ
ングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

  ２  担保提供資産 
 前連結会計年度の末日において担保に供していた
資産の全てについて、担保提供を解除したため、当
第２四半期連結会計期間末における担保提供資産は
ありません。 
   
  

 ３  保証債務 
 関係会社の金融機関からの借入金について、次の
通り債務保証を行っております。 

 

 7,054,910千円

㈱バイオマトリックス研究所 300,000千円

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 ※２ 担保提供資産 

 (注) 定期預金は、関係会社（㈱バイオマトリックス 
   研究所）の債務に対して担保に供しております。 
 ３ 保証債務 
 関係会社の金融機関からの借入金について、次の
通り債務保証を行っております。 

 

 6,710,836千円

定期預金(現金及び預金)(注) 300,110千円
建物及び構築物 35,535 
土地 164,200 
計 499,845 

㈱バイオマトリックス研究所 300,000千円
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

   

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および 
 金額は次のとおりであります。 

 

委託販売費 1,125,139千円
給料手当 450,679 
賞与引当金繰入額 123,928 
役員賞与引当金繰入額 18,750 
退職給付費用 19,093 
研究開発費 1,094,835 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および 
 金額は次のとおりであります。 

 

委託販売費 473,387千円
給料手当 610,168 
賞与引当金繰入額 149,709 
役員賞与引当金繰入額 25,000 
退職給付費用 18,537 
研究開発費 888,188 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および 
 金額は次のとおりであります。 

 

委託販売費 510,870千円
給料手当 223,204 
賞与引当金繰入額 63,970 
役員賞与引当金繰入額 9,375 
退職給付費用 9,420 
研究開発費 596,633 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および 
 金額は次のとおりであります。 

 

給料手当 362,603千円
賞与引当金繰入額 77,008 
役員賞与引当金繰入額 12,500 
退職給付費用 9,397 
研究開発費 492,357 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連 
 結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 
 関係 

 

現金及び預金勘定 1,800,188千円
有価証券勘定 3,380,284 
流動資産その他勘定 
(信託受益権) 67,626 

計 5,248,099 
預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 △100,000 

価値変動リスクを伴う 
有価証券 △697,660 

現金及び現金同等物 4,450,439 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連 
 結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 
 関係 

 

現金及び預金勘定 1,870,768千円
有価証券勘定 2,889,002 
流動資産その他勘定 
(信託受益権) 499,586 

計 5,259,357 
預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 △400,000 

価値変動リスクを伴う 
有価証券 △906,602 

現金及び現金同等物 3,952,754 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

 至  平成22年９月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 

 
  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 
平成22年５月６日付で、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の全額（2,000,000千円）が株式
に転換されたことにより、資本金が1,000,000千円、資本剰余金が999,999千円、それぞれ増加しており
ます。 

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 32,421,577 

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 139,266 

会社名 新株予約権の内訳 目的となる 
株式の種類 目的となる株式の数(株)

当第２四半期 
連結会計期間末残高 

(千円)

提出会社 

平成21年第１回新株予約権 
（ストックオプション） ― ― 18,270 

平成21年第２回新株予約権 
（ストックオプション） ― ― 4,139 

平成22年第１回新株予約権 
（ストックオプション） ― ― 42,672 

平成22年第２回新株予約権 
（ストックオプション） ― ― 2,578 

連結子会社 ― ― ― ― 

合計 ― 67,659 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成22年５月14日 
取締役会 普通株式 利益剰余金 291,992 10.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

 平成22年10月29日 
 取締役会 普通株式 利益剰余金 193,693 6.00 平成22年９月30日 平成22年12月10日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益（又は営業損失）の合計額に占める医薬品事業の割合がいず

れも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 

 平成20年３月21日)を適用しております。 

  
１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的な検討を行う対象となっているもの

であります。 

当社グループの取扱製商品は医薬品および医療用・研究用機器に区分され、当社グループは製商品の属

性別に事業を展開しており、当社は、「医薬品事業」および「医療用・研究用機器事業」の２つを報告セ

グメントとしております。 

「医薬品事業」は、医療用医薬品および医薬品原体の開発、製造、仕入、ならびに販売を行い、「医療

用・研究用機器事業」は、医療用・研究用機器の仕入および販売を行っております。 
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額1,933千円は、セグメント間取引消去であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額549千円は、セグメント間取引消去であります。 

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
(金融商品関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

社債及びリース債務が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 
（※１） 平成22年５月６日付で残高のすべてが株式に転換されたため、四半期連結貸借対照表計上額及び時価はあり

ません。 
（※２） １年内に期限が到来する短期リース債務を含んでおります。 

  
（注）金融商品の時価の算定方法 

負 債 
(2) リース債務 
 元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出してお
ります。 
  

    (単位：千円) 

 
報告セグメント 調整額 

(注) １

四半期連結損益
計算書計上額 
(注) ２医薬品事業 医療用・研究用 

機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 6,849,764 186,518 7,036,283 － 7,036,283 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 － 131,602 131,602 △131,602 － 

計 6,849,764 318,121 7,167,886 △131,602 7,036,283 

セグメント利益 1,047,055 1,162 1,048,217 △1,933 1,046,284 

    (単位：千円) 

 
報告セグメント 調整額 

(注) １

四半期連結損益
計算書計上額 
(注) ２医薬品事業 医療用・研究用 

機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 3,038,505 86,518 3,125,024 － 3,125,024 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 － 60,251 60,251 △60,251 － 

計 3,038,505 146,770 3,185,276 △60,251 3,125,024 

セグメント利益又は損失(△) 164,854 △14,660 150,193 △549 149,644 

   （単位：千円） 

 四半期連結 
貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 社債（※１） ― ― ― 

(2) リース債務（※２） 1,854,810 1,875,165 20,354 

負債計 1,854,810 1,875,165 20,354 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 
  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

第２四半期連結累計期間 
  

 
(注) １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

   

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

  
 697.77円

  

  
 700.80円

 

項目
当第２四半期 
連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 22,593,387 20,483,771 

普通株式に係る純資産額(千円) 22,525,473 20,462,714 

差額の主な内訳(千円)   
  新株予約権 67,659 20,825 
  少数株主持分 253 231 

普通株式の発行済株式数(株) 32,421,577 29,344,654 

普通株式の自己株式数(株) 139,266 145,386 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 32,282,311 29,199,268 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 

１株当たり四半期純利益 4.57円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 4.56円
  

１株当たり四半期純利益 19.07円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18.71円
 

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
(千円) 115,091 605,730 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 115,091 605,730 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
(千円) ― ― 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 25,194,122 31,767,345 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に用いられた四半期純利益調整額
の主要な内訳(千円) 

― ― 

四半期純利益調整額(千円) ― ― 

 普通株式増加数(株) 40,411 613,564 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要 

新株予約権(平成21年７月１日発
行) 
平成21年第２回新株予約権 

40,000株 
詳細については「第４ 提出
会社の状況 １ 株式等の状
況 (2)  新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。 

新株予約権(平成22年７月１日発
行) 
平成22年第２回新株予約権 

55,000株 
詳細については「第４ 提出
会社の状況 １ 株式等の状
況 (2)  新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。 
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第２四半期連結会計期間 
  

 
(注) １. 前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 
２. １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上
の基礎 

 
  

第36期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年10月29日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。 

 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

 

１株当たり四半期純損失(△) △5.74円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

  

１株当たり四半期純利益 1.69円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1.68円

 

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(千円) △138,117 54,481 

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(千円) △138,117 54,481 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 
(千円) ― ― 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 24,055,756 32,281,625 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に用いられた四半期純利益調整額
の主要な内訳(千円) 

― ― 

四半期純利益調整額(千円) ― ― 

普通株式増加数(株) ― 102,837 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要 

 
―――

新株予約権(平成22年７月１日発
行) 
平成22年第２回新株予約権 

55,000株 
詳細については「第４ 提出
会社の状況 １ 株式等の状
況 (2)  新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。 

２ 【その他】

① 配当金の総額 193,693千円 
② １株当たりの金額 ６円00銭 
③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月10日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本ケミカルリサーチ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連
結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日
から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務
諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表
明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミカルリサーチ株式会社及び連結子
会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連
結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年11月５日 

日本ケミカルリサーチ株式会社 

  取 締 役 会   御 中

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士    片  岡  茂  彦    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士    松  尾  雅  芳    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本ケミカルリサーチ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連
結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日
から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務
諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表
明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミカルリサーチ株式会社及び連結子
会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連
結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年11月９日

日本ケミカルリサーチ株式会社 

  取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士    片  岡  茂  彦    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士    松  尾  雅  芳    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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